
様式第１号（第７条関係）

〒

申請者 住所 由利本荘市 鶴舞字尾崎17

由利　本太郎

090-1234－XXXX

XXXX@city.yurihonjo.lg.jp

１　世帯情報

続柄 年齢

本人 37 　 転入前・　 転入済（住民日： ）

妻 35 　 転入前・　 転入済（住民日： ）

子 3 　 転入前・　 転入済（住民日： ）

　 転入前・　 転入済（住民日： ）

　 転入前・　 転入済（住民日： ）

　 転入前・　 転入済（住民日： ）

２　補助対象住宅

由利本荘市

由利本荘市

　 新築　　建売　　中古（空き家ﾊﾞﾝｸ掲載1年経過　　 該当・　 非該当）

　戸建住宅　　共同住宅　　併用住宅（用途： ）

円 …① ※実績額

 有（ 円…② ）・　　　無

居住用部分 ㎡…③ 延べ床 ㎡…④

共有 　　有・　 無 持分（ 1 ／ 1 ）…⑤

円

※市記入欄 補助率 1 ／ 5 上限額

３　請求者情報　（口座名義と申請者同一人にしてください）

※市記入欄 交付決定日（請求日）

添付書類については、裏面参照のこと。

氏名

由利本荘市若者定住促進住宅取得支援事業費補助金

交付申請書 兼 実績報告書 兼 請求書

　　令和●年●●月●●日

　由利本荘市長　　様 015-8501

電話番号

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　由利本荘市内に住宅を取得し５年以上定住する意思があり、由利本荘市若者定住促進住宅取得支援事
業費補助金の交付を受けたいので、由利本荘市若者定住促進住宅取得支援事業費補助金交付要綱第７条
の規定により下記のとおり実績を報告し、関係書類を添えて申請及び請求します。
※この申請書は、由利本荘市において交付決定した後は、交付決定日をもって請求日とし、本補助金の
請求書として取り扱います。

氏名 生年月日 移住の状況

由利　本太郎 S63.10.31 R6.3.25

由利　花子 H2.11.30 R6.3.25

由利　桜 R4.12.31 R6.3.25

※ 所有権の保存又は移転登記に係る

住宅取得費(税抜） 40,000,000

住宅の
所在地

地名地番 鶴舞字尾崎17

住居表示 鶴舞字尾崎17

住宅の種類

共有、持分

契約締結日 R8.4.10

所有権登記受付年月日 R8.11.22

他補助金の有無

床面積 133.00 133.00

補助対象経費 40,000,000 …⑥（＝（①－②）×③／④×⑤）

申請・請求額 500,000 …⑦（⑥又は各上限のいずれか低い額）※千円未満切捨

500,000

振込先

金融機関名 由利銀行 支店名 本荘支店

預金種別 　普通 ・　　当座 ﾌﾘｶﾞﾅ ﾕﾘ ﾎﾝﾀﾛｳ

口座番号 XXXXXXX 口座名義人 由利　本太郎

　　年　　月　　日

記入例



４　添付書類

（１）誓約書(様式第2号)

（２）住民票の謄本

（取得した住宅所在地のもので世帯全員、続柄の記載されたもので発行から３か月以内のもの）

（３）申請者が市外出身等であることを証明する書類（申請者の戸籍の附票、住民票除票等）

（４）補助対象住宅の工事請負契約書又は売買契約書の写し

（５）補助対象住宅を取得した際の領収書等の写し

（６）補助対象住宅の建物の登記事項証明書

（７）住宅の位置図、配置図及び各階の平面図

（併用住宅については、居住用に供する床面積及び店舗部分等の床面積の内訳が分かるもの）

（８）事業の実施内容が分かる写真及び完了が確認できる写真

（９）外国人移住者については在留カードの写し（表・裏）

（10）写真付き身分証明書の写し（提示により本人確認できる書類）

上記以外に、審査のため追加で資料提出をお願いする場合があります。



様式第２号（第７条関係）

由利本荘市長 様

住所 由利本荘市鶴舞字尾崎17

氏名 由利　本太郎

由利本荘市若者定住促進住宅取得支援事業費補助金の交付申請にあたり、下記について誓約します。

1 補助対象住宅に住民票をおいた日から、継続して5年以上、由利本荘市に居住すること。

2 由利本荘市若者定住促進住宅取得支援事業費補助金交付要綱に規定する要件を全て満たして

いること。

3 申請者及びその世帯員が、暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係を持つ者でないこと。

4 申請者及びその世帯員が、生活保護法に定める保護を受けていないこと。

5 申請者、その世帯員及び補助対象住宅の他共有者が、本補助金、由利本荘市移住支援金及び

令和８年４月以降に由利本荘市定住促進奨励金を受給していないこと。 

6 この申請における要件審査のため「由利本荘市納税等に係る公平性の確保に関する条例施行

規則第３条第２項」及び「由利本荘市納税等に係る公平性の確保の特例に関する規則第８条

第２項（特例措置）」に基づき次の項目について、調査されることに同意していること。

【調査項目】

7 この申請における審査のため、実地調査を求められた場合に、誠意をもって対応し協力すること。

8 この申請における審査のため、申請者及びその世帯員の補助金等の受給状況に関し、必要に応

じて、市長が他自治体等に照会することに同意していること。

9 この審査における審査のため及び交付後の居住状況の確認のため、住所の記録等の個人情報に

関し、市長が利用することに同意していること。

10 取得する住宅が、申請者及び申請者と同居する者の３親等以内の親族が所有する住宅ではない

こと。

11 補助金の交付後、補助金の交付要件等を満たさなくなった場合に、同交付要綱第18条の規定に

より補助金の全部または一部を返還すること。

誓　約　書

記

①市税（都市計画税、国民健康保険税を含む。）②介護保険料③後期高齢者医療保険料④保育料等
(保育所、乳幼児健康支援一時預かり事業費用負担金、学童保育料、児童福祉施設入所費用を含
む。）⑤水道・下水道使用料、下水道受益者負担金・分担金⑥ガス使用料⑦ＣＡＴＶ利用料（イン
ターネット使用料を含む。）⑧市営住宅使用料

令和●年●●月●●日

記入例


